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第１章 方針の策定について 

 

 第１節 策定の趣旨 

 

本市では「仙台市教育構想 2021」を策定し，その中の施策の一つに「ＩＣＴを活用した協働

的で一人ひとりに適切な学びの推進」を掲げ，その実現に向け取組を推進しているところです。 

「情報活用能力」は，世の中の様々な事象を情報とその結び付きとして捉え，情報や情報技術

を適切かつ効果的に活用して，問題を発見・解決したり自分の考えを形成したりするために必要

な資質・能力です。新学習指導要領では，「言語能力」や「問題発見・解決能力」と並んで，主

体的・対話的で深い学びのための教科の枠を超えた学習の基盤として位置付けられています。 

このことから，これからの社会を担う児童生徒にとって「情報活用能力」の育成を図っていく

ことが強く学校に求められており，その育成を図るために学校における教育の情報化を進める

ことは非常に重要かつ必要なことと認識しています。 

「情報活用能力」を育むことは，必要な情報を主体的に収集・判断・処理・編集・創造・表現

し，発信・伝達できる能力等を育むことです。そのためには，基礎的・基本的な知識・技能の確

実な定着とともに，主体的・対話的で深い学びの実現に向け，ＩＣＴを有用なツールとして効果

的に活用していくことが求められています。 

本方針は，情報活用能力の育成に資する教育の情報化に係る各種事業についての方向性を定

め，事業の推進を通じて，児童生徒が学ぶことの意義を実感でき，一人一人が資質・能力を最大

限に伸ばすことにより，これからの社会を生き抜く力を身に付けることができるよう，ＩＣＴ環

境の整備をはじめとした教育の情報化の更なる推進が図られるものとして策定しました。 

 

 第２節 方針の位置付け 

 

（１）各種計画との位置付け 

本方針は，下図のとおり各種計画等との整合を図りながら，本市の児童生徒の情報活用能力の

育成に向けて，教育の情報化に係る方針を示すものです。 
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① 杜 と 水 の 都 プ ロ ジ ェ ク ト ⑤ 笑顔咲く子どもプロジェクト

② 防災環境都市プロジェクト ⑥ ライフデザインプロジェクト

③ 心 の 伴 走 プ ロ ジ ェ ク ト ⑦ TOHOKU未来プロジェクト

④ 地 域 協 働 プ ロ ジ ェ ク ト ⑧ 都 心 創 生 プ ロ ジ ェ ク ト
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目
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す
都
市
の
姿

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 教育基本法

仙台市教育構想2021

６つの基本方針

基本方針Ⅰ  夢と希望を持ち、自らの可能性に挑戦する力を育てる学校教育
基本方針Ⅱ  健やかな心身を備え、豊かな人生を拓く力を育てる学校教育
基本方針Ⅲ  個性に応じた一人ひとりの学びを促し、長所を引き出す学校教育
基本方針Ⅳ  生涯にわたり誰もが主体的に自分らしく学べる機会の充実
基本方針Ⅴ  学びでつながり、郷土を愛し絆を深める地域づくり
基本方針Ⅵ  学びを支える確かな教育環境整備

仙台市学校教育の情報化推進方針

仙台市基本計画



- 3 - 

 

◇「仙台市実施計画（令和３年度～令和５年度）」との関連 

令和３年３月に「仙台市基本計画」と併せて策定した「仙台市実施計画（令和３年度～令和

５年度）」の第２章チャレンジプロジェクト「⑤笑顔咲く子どもプロジェクト」－□1 挑戦する

力を育てる学び推進－ＩＣＴ教育推進事業において，児童生徒の情報活用能力の育成を目指し

た取組の推進が記載されています。また，□2 個性に応じた一人ひとりの学び推進－学校におけ

る働き方改革推進事業において，学校のＩＣＴ環境の整備が記載されています。 

◇「仙台市教育構想 2021」との関連 

令和３年３月に策定した「仙台市教育構想 2021」において，以下の，教育の情報化に関する

取組が記載されています。 

・基本方針Ⅰ 夢と希望を持ち，自らの可能性に挑戦する力を育てる学校教育…Ⅰ－２ ＩＣ

Ｔ教育の推進 

・基本方針Ⅲ 個性に応じた一人ひとりの学びを促し，長所を引き出す学校教育…Ⅲ－３－① 

学校における働き方改革 

・基本方針Ⅵ 学びを支える確かな教育環境整備…Ⅵ－１－② ＩＣＴ教育基盤の整備 

◇「仙台市における情報教育推進 2021」との関連 

令和２年 10月に策定した「仙台市における情報教育推進 2021」において，情報活用能力の

育成の推進と，そのための学習環境の整備や学校への支援が記載されています。 

◇「杜の都の学校教育」との関連 

令和３年４月に策定した「令和３年度 杜の都の学校教育」において，以下の，教育の情報

化に関する取組が記載されています。 

・重点取組事項Ⅰ 夢と希望を持ち，自らの可能性に挑戦する力を育てる学校教育 ２ ＩＣ

Ｔを活用した教育の推進～協働的で一人一人に適切な学びの推進～ 

・重点取組事項Ⅲ 個性に応じた一人一人の学びを促し，長所を引き出す学校教育 ２ 一人

一人に向き合える環境づくり ２（１）主な施策 学校事務の効率化とＩＣＴ活用による校

務効率化の推進 

・教育課程の編成と実施－１ 校内研究の充実 

 

（２）方針の実施期間 

本方針の実施期間については，次図のとおり新学習指導要領の順次実施に向けての対応，本市

現総合計画及び第２期教育振興基本計画等に記載される事業と一体感をもって教育の情報化に

係る事業推進を図るため，令和元年度から令和３年度までの３年間を対象とします。 

ただし，教育の情報化は，情報技術の著しい進展とともに国の各種政策に密接に関連し，また，

財政的な側面を考慮する必要があることから，実施期間中であっても必要に応じ見直しを図る

こととします。 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

     

     

     

     

 

 

 

 

   

    第 2 期仙台市教育振興基本計画 
（2017-2021） 

仙台市総合計画（2011-2020） 
-仙台市実施計画 2019～2020- 

仙台市基本計画 
仙台市実施計画（令和 3年度～令和 5年度） 

仙台市学校教育の情報化推進方針（2019-2021） 方針案策定 次期方針 

<文部科学省>新学習指導要領 
（中学校全面実施 2021～） 

<文部科学省>新学習指導要領 
（小学校全面実施 2020～） 

仙台市教育構想 2021 
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（３）本方針の策定体制 

本方針は，文部科学省「ＩＣＴ活用教育支援アドバイザー」事業を活用し，東北学院大学教

授・稲垣忠氏の指導助言の下，関係所属のそれぞれの立場からの意見交換や協議を踏まえ，事

務局である教育指導課が策定を行いました。策定に当たっては，学校情報化推進会議において

共通理解を図り，本方針を定めています。 

 

（４）本方針の構成 

本方針の策定に当たっては，「我が国の教育の情報化の現状」，「新学習指導要領で求められ

る情報活用能力」等を踏まえながら，「国が目標として定める整備基準」を参考に，本市が取

り組むべき情報活用能力の育成が図られるよう，ＩＣＴ環境の整備を含めた教育の情報化の方

向性を定め，下表の内容で策定しました。 

 

章 章 題 概 要 

１ 方針の策定について 方針の策定趣旨，方針の位置付けとして各種計画と

の関連や実施期間，構成等について記載していま

す。 

２ 学校教育の情報化推進に 

おける国の動向 

国の教育の情報化推進施策や指針等のほか，教育の

情報化が目指すもの等について記載しています。 

３ 学校教育の情報化に関する 

本市の現状と課題 

本市のＩＣＴ整備状況のほか，教育情報セキュリテ

ィ，教員のＩＣＴ活用指導力について，現状と課題

について記載しています。 

４ 学校教育の情報化推進に 

おける基本的な考え方 

国の方針としての教育の情報化，前章で整理した本

市の現状とそれを踏まえての方針を記載していま

す。 

５ 学校教育の情報化推進に 

向けての施策 

前章の３つの方針を踏まえた具体的な施策につい

て，３節に分けて記載しています。 

６ スケジュール 上記を踏まえた実施期間中のスケジュールを記載し

ています。 

 

（５）本方針の推進体制と進行管理 

本方針は，今後３年間の本市の教育の情報化の方向性を示したものですが，具体的な施策の

推進と見直しを継続的に図るためには，ＰＤＣＡサイクルにより，進捗状況や課題の把握とそ

の改善などに努めていく必要があります。 

情報技術の進歩が著しい現代社会においては，本市の方針に基づく取組が，現代の社会情勢

に即した適切な事業であるかも含めて，総合的に判断していく必要があります。 

教育ＣＩＯ（※）である副教育長のリーダーシップの下，本方針を推進していくため，議長

を副教育長とし事務局を教育指導課とする「学校情報化推進会議」において，ＰＤＣＡサイク

ルによる本方針の進行管理を行うとともに，今後の事業実施に関する検討や調整等を進めてい

きます。 

※教育ＣＩＯ（Chief Information Officer）…教育の情報化（教育委員会、学校など全体）の統括責任者 
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第２章 学校教育の情報化推進に関する国の動向 
 

Ⅰ 国が示す主な指針等 

教育の情報化に関する主な指針として，文部科学省では「新学習指導要領」の全面実施に向け

て，平成 28 年７月 29 日公表「教育の情報化加速化プラン」，平成 29 年８月２日公表「学校に

おけるＩＣＴ環境整備の在り方に関する有識者会議最終まとめ」を踏まえた「平成 30年度以降

の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針について」，平成 29 年 10 月 18 日策定「教育情報セキュ

リティポリシーのガイドライン」等のほか，平成 30 年６月 15 日に閣議決定がなされた「第３

期教育振興基本計画」を策定し，「情報活用能力」の育成とそのための環境整備の推進を示して

います。 

また，情報活用能力の育成に係る一分野であるプログラミング教育については，令和２年度か

らの必修化に向けた「小学校におけるプログラミング教育の手引（第２版）」を平成 30年 10月

に公表しているところです。 

更に，令和元年 12月にＧＩＧＡスクール構想が打ち出され，児童生徒向けの１人１台端末と

高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するための補正予算措置が講じられました。ま

た，令和２年４月には、災害や感染症の発生等による学校の臨時休業時においても子どもたちの

学びを保障できる環境を早急に実現するため，１人１台端末の早期実現や家庭の通信環境の整

備などの補正予算措置が講じられました。これまでの教育実践とＩＣＴを組み合わせることに

より，教師と児童生徒の力を最大限に引き出すための取組が一段と加速しています。 

このような国の動向から，ＩＣＴ環境整備を含めた教育の情報化推進の重要性はより一層増

しており，教育の情報化の推進は国の政策の中で喫緊の課題となっています。 

 

Ⅱ 教育の情報化が目指すもの 

我が国における教育の情報化は，「情報活用能力の育成（情報教育）」，「教科指導におけるＩＣ

Ｔ活用」，「校務の情報化」の３つの側面に分類され，この側面を通じた教育の質の向上を目指す

ことが掲げられており，その教育の情報化を支える基盤として，「教員の情報教育・ＩＣＴ活用

指導力向上」，「学校のＩＣＴ環境整備」，「教育情報セキュリティの確保」が示されています。 

 

Ⅲ ３つの側面を通じた教育の質の向上 

 （１）情報教育 

     情報活用能力の育成（ＩＣＴ化が進む社会への対応力の育成） 

 （２）教科指導におけるＩＣＴの活用 

     ＩＣＴを効果的に活用した，分かりやすく深まる授業の実現等 

    ＩＣＴの特長  

距離・時間を問わずに情報の相互のやりとりが可能，蓄積した情報を自由に加工・分析・ 

表示することなどが可能 

    ＩＣＴの活用により実現が容易となる学習場面の例  

     ・思考の可視化 … 距離や時間を問わず思考の過程・結果を可視化することが可能 

     ・瞬時の共有化 … 多くの人の考えなどを距離を問わずに瞬時に共有することが可能 

     ・試行の繰り返し… 何度も試行錯誤，チャレンジが可能 

課題解決に向けた主体的・協働的・探究的な学びの実現 

個々の能力・特性に応じた学びの実現 

地理的環境によらない教育の質の確保 

 （３）校務の情報化 

教職員がＩＣＴを活用した情報共有によりきめ細やかな指導を行うことや，校務の負担

軽減等  
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 第３章 学校教育の情報化に関する本市の現状と課題  

 

第１節 コンピュータ等の整備状況 

Ⅰ 本市の現状 

（１）コンピュータ等の整備状況 

本市では更新サイクルを定め，定期的に市立学校のコンピュータ等の機器整備と校内ＬＡＮ

構築の取組を進めており，現在，コンピュータについては，全ての小・中学校のコンピュータ室

に１人１台の環境，教職員に１人１台の環境を実現しています。 

また，タブレット端末の導入については，平成 26年度からのモデル事業の検証結果を踏まえ，

平成 29年度から全市的なタブレット端末の導入を進めており，さらに，ＧＩＧＡスクール構想

の推進・加速化に対応し，令和２年度内の小・中学校児童生徒１人１台のＧＩＧＡスクール端末

の配備を予定しているところです。 

 

≪文部科学省の平成 30年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針で目標とされている水準≫ 

①学習者用コンピュータ ３クラスに１クラス分程度整備 

（１日１コマ分程度，児童生徒が１人１台環境で学習できる環境を実現） 

 ⇒ＧＩＧＡスクール構想により，小中学校１人１台環境を整備 

②指導者用コンピュータ 授業を担任する教師１人１台 

③超高速インターネット及び無線ＬＡＮ 100％整備 

 ⇒ＧＩＧＡスクール構想により，児童生徒１人１台端末を前提とした高速大容量の通信ネッ

トワークを整備 

④ＩＣＴ支援員 ４校に１校配置 

※ 上記のほか，学習活動に共通で必要なソフトウェアなどの学習用ツール，予備用学習者用コ

ンピュータ，充電保管庫，学習用サーバ，校務用サーバ，校務用コンピュータやセキュリティ

に関するソフトウェアについても整備 

 

【本市におけるコンピュータ等の整備状況】 

 （平成 31年 3月現在） 

 
学習者用 

コンピュータ 

うち 

タブレット端末 

校務用 

コンピュータ 

超高速ネット 

ワーク整備率 

無線 LAN 

整備率 

小学校 7,582 2,960 4,383 100% 64% 

中学校 2,623 48 2,598 100% 2% 

高等学校 824 85 530 100% 100% 

中等教育学校 99 20 97 100% 0% 

特別支援学校 17 5 106 100% 100% 

合計 11,145 3,118 7,714 - - 

国の目標水準 
3 クラスに 1 クラス分 

（3人/台） 
教員 1人 1台 

30Mbps以上

100% 
100％ 

目標達成率 
1 台あたりの利用人数 

7.26人/台 

正規職員におけ

る充足率 149% 

100% 

（100Mbps） 

整備学校数 

43.5% 
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（２）大型提示装置等の整備状況 
 

≪文部科学省の平成 30年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針で目標とされている水準≫ 

⑤大型提示装置・実物投影機 100％整備（各普通教室 1台，特別教室用として 6台） 

⑥統合型校務支援システム 100％ 

※ 実物投影機は，整備実態を踏まえ，小学校及び特別支援学校に整備 

 

【本市におけるプロジェクタ等のＩＣＴ機器の導入状況（普通教室）】 

                                 （平成 31年 3月現在） 

 教室数 

大型提示装置 
実物 

投影機 

（整備率） 

デジタル 

教科書 

（整備率） 
デジタル 

TV 
電子黒板 

プロジェ

クタ 

計 

（整備

率） 

小学校 2,128 1,990 75 33 
2,098 

（98.6%） 

1,030 

（48.4%） 

121 校 

（100%） 

中学校 907 110 23 19 
152 

（16.8%） 

11 

（1.2%） 

24 校 

（37.5％

） 

高等学校 104 5 0 52 
57 

（54.8%） 

1 

（1.0%） 

1 校 

（25.0％

） 

中等教育学校 29 5 0 0 
5 

（17.2%） 

0 

（-） 
0 校 

特別支援学校 33 6 0 0 
6 

（18.2％） 

0 

（-） 
0 校 

合計 3,201 2,116 98 104 
2,318 

（72.4％） 

1,042 

（32.6％） 
146 校 

国の目標水準 - 
普通教室にいずれかを 100%整備 

特別教室用 6 台/校 

小･特支 

100% 
100% 

目標達成率 - 普通教室 72.4%，特別教室用 12.2台/校 
小･特支 

47.6% 
76.4% 

 ※校務支援システムについては，全校種に 100%導入済み。 

 

（３）ソフトウェアの状況 

本市教育委員会が，校内ＬＡＮ端末の更新に合わせて共通の学習支援ソフトを導入するとと

もに，児童生徒の実態に応じて，各学校配当予算で必要に応じて購入するものとしています。 

デジタル教科書については，平成 26年度以降，一部の教科において校内ＬＡＮ更新時に整備

を行っており，授業での活用が図られています。 

また，その他のソフトウェアの活用に関しては，モデル校による学習教材の有効性の検証を行

っているところです。 

 

 Ⅱ 課題 

現状を踏まえ，本市のコンピュータ整備状況等に関しては，タブレット端末及び無線ＬＡＮが

一体的に整備予定であることから，今後も継続して安定的な運用を図り，導入効果の検証を行い

ながら，市内学校におけるＩＣＴ環境の充実を図ることが必要です。 

更に，教室におけるＩＣＴの効果的な活用が十分図られるよう，有用なソフトウェアの導入検

討や，国の水準に達していない市内学校における大型提示装置の設置を検討し，教室におけるＩ
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ＣＴの効果的な活用が十分図られるよう，教育活動の質の向上や教育環境の改善等を図る環境

整備を進めていく必要があります。 

このことから，以上を踏まえた次の３点を課題として掲げ，その具体的施策を実施します。 

（ⅰ）コンピュータ等の整備 

・ＩＣＴ環境の更なる充実を図ることによる円滑な学校運営 

（ⅱ）大型提示装置等の整備 

・国の水準に達していない学校への環境整備の充実 

（ⅲ）導入ソフトウェアの検討 

・現在導入しているソフトウェアの活用状況などの把握や，費用対効果を考慮しながら，ソ

フトウェアの見直しや新学習指導要領に対応したソフトウェア等の導入を検討します。 

 

第２節 情報セキュリティ 

 Ⅰ 本市の現状 

本市教育委員会では，学校と教育委員会を結ぶ教育情報ネットワークを独自に構築していま

す。学習用と校務用のネットワークはコンピュータ上で論理的な分離がなされており，平成 29

年度に実施した情報システム監査においても，機微情報が集約されるデータセンターへの外部

からの不正アクセスへの対応について，一定の安全性が確保されているものと評価されていま

す。 

  

Ⅱ 課題 

情報セキュリティについては，学校は一般の行政事務とは異なり，教職員はもとより，児童生

徒が日常的に情報システムにアクセスする機会があるという特殊性に鑑み，費用面を含めた効

率的かつ効果的な対策を講じる必要があります。 

文部科学省が平成 29年 10月 28日に公表した「教育情報セキュリティポリシーに関するガイ

ドライン」に関する内容と本市の対応状況との比較に基づき，今後一層のセキュリティ強靭化を

図るためには，現在未対応である「組織的・人的脆弱性に起因するリスク」への対応項目や「イ

ンターネット利用に起因するリスク」への対応項目を中心に，時期を見定めて対応策を講じてい

く必要があります。 

  （ⅰ）組織的・人的脆弱性に起因するリスクへの対応 

  （ⅱ）インターネット利用に起因するリスクへの対応 
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【セキュリティ対策基準と本市の対応状況】（平成 31年 3月時点） 

 
（「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドラインハンドブック」(平成 29年 11月 文部科学省) 図表 29 主な教育情報セキュリティ対策（概要）参照） 

※ＣＩＳＯ：最高情報セキュリティ責任者（Chief Information Security Officer） 

※対応状況凡例 ○：本市として，すでに対策を講じているもの 

△：本市として，一部対策を講じているが，内容によっては対策が十分とは言えないもの 

×：本市として，まだ対策が講じられていないもの 

  

文科省セキュリティガイドラインの主な対策と対応状況

組織的・人的脆弱性に起因するリスクへの対応

CISO（副市長クラス）の協力の下，自治体組織全体で管理責任が負える仕組みづくり ×

学校内での推進体制づくりと，教職員に対する研修会の推進 ○

機微情報を学校で保管する際のセキュリティリスクへの対応

校務系サーバの教育委員会による一元管理 △

通信回線及び通信回線装置の管理 ○

インターネット利用におけるセキュリティリスクへの対応

校務系システムのインターネットリスクの分離 △

学校のインターネット接続環境のセンター集約によるセキュリティ対策強化 ○

校務外部接続系サーバ及び学習系サーバ（機微な個人情報を保管する場合に限る）の暗号化の実施 ×

児童生徒が機微な校務系情報にアクセスするリスクへの対応

児童生徒によるアクセスリスクからの回避 ○

教職員の個人認証強化 △

学習系システムへの機微情報保管の禁止 △

外部への情報資産持ち出しリスクへの対応

管理されたUSBメモリ等の電磁的記録媒体以外の使用禁止 △

電磁的記録媒体の暗号化の徹底 ○

※文科省「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」ハンドブック p.25 図表29 主な教育情報セキュリティ対策（概要）を参照

技
術
的
対
策

セキュリティ対策※ 対応
状況

人
的
対
策

物
理
的
対
策



- 10 - 

 

第３節 教員のＩＣＴ活用指導力 

  Ⅰ 本市の現状 

   児童生徒の情報活用能力の育成を図るためには，情報モラル教育を含めた教員のＩＣＴ活用

指導力が求められています。平成 30年度の本市と全国における教員のＩＣＴ活用指導力の比較

については，次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国平均値は平成 29年度文部科学省「学校における教育の実態等に関する調査結果」から 

 

Ⅱ 課題 

教員のＩＣＴ活用指導力は，情報化がますます進展していく社会の中で，児童生徒が学ぶこと

の意義を実感でき，一人一人が資質・能力を最大限に伸ばす教育を実践する上で，全ての教員に求

められる基本的な資質・能力であるといえます。 

本市の現状と全国平均とを比較すると，「Ｂ：授業中にＩＣＴを活用して指導する能力」の割合

が，小・中学校のいずれにおいても，全国平均に比べて低い状況にあります。これは，情報活用能

力を育成する上で欠かすことのできない能力であるため，次の対策を講じていくことにより，Ｉ

ＣＴ活用指導力の向上を図り，教育の情報化を図る必要があります。 

（ⅰ）各種協議会等での先進事例の情報共有や取組事例の研究 

（ⅱ）教員研修の充実 

（ⅲ）教員向けコンテンツの情報提供  

89.8%

74.9%

77.0%

87.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A

B

C

D

できる＋ややできる 全国平均

Ａ 教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力 

Ｂ 授業にＩＣＴを活用して指導する能力 

Ｃ 児童のＩＣＴ活用を指導する能力 

Ｄ 情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力 

    （85.6%） 

（78.8%） 

（69.7%） 

 （83.9%） 

（ ） 

83.8%

58.7%

65.3%

78.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A

B

C

D

できる＋ややできる 全国平均

Ａ 教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力 

Ｂ 授業にＩＣＴを活用して指導する能力 

Ｃ 児童のＩＣＴ活用を指導する能力 

Ｄ 情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力 

【中学校教員のＩＣＴ活用指導力】 

       （83.0%） 

    （73.6%） 

（61.4%） 

     （78.3%） 

（ ） 

【小学校教員のＩＣＴ活用指導力】 
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第４章 学校教育の情報化推進における基本的な考え方 
 

Ⅰ 本市の基本的な考え方 

本市では，国が示す教育の情報化に関する３つの側面による教育の質の向上と，教育の情

報化を支える基盤を基に，児童生徒が身に付けるべき情報活用能力の重要性を認識した上

で，本市の現状と課題を踏まえながら，次の３つの方針を掲げることで教育の情報化を推進

します。 

方針１ 児童生徒に求められる情報活用能力の育成・向上が図られるＩＣＴ環境を

整備します。 

 

方針２ 児童生徒だけではなく，教員に対しても効果的なＩＣＴ活用が促進される

ような取組を進め，学びの質の向上を目指します。 

 

方針３ 児童生徒及び教職員が，安全安心にＩＣＴを活用できるよう，教育情報セ

キュリティの維持や見直しに努めます。 

 

上記に加え，ＧＩＧＡスクール構想への対応により整備される１人１台環境の下で児童生徒

の情報活用能力の向上を図り，学校教育において以下の学びの姿を実現していきます。 

 

これからの社会を，たくましく生き抜く力を育む 

〇これからの社会を「たくましく」「しなやかに」生きるために，必要な資質・

能力としての情報活用能力を育成します。 

〇自らの学習を調整しながら粘り強く取り組む態度を育成し，多様な学びで児

童生徒に豊かな創造性を育みます。 

 

【個別最適な学び】 

基礎的・基本的な知識等を確実に習得させるため，「ＩＣＴの活用」や「専門

性の高い教師」による効果的な指導を通して，子ども自ら学習を調整し，その子

どもならではの課題を設定し，主体的に学習を最適化する学び 

 

【協働的な学び】 

教師と児童生徒の関わり合いや，児童生徒同士の関わり合いなど様々な場面

でのリアルな体験を通じた学びや，ＩＣＴの活用による他の学校の子どもたち

との学び合いなど学校ならではの協働的な学び 

 

【探究的な学び】 

持続可能な社会の創り手として，地域の方々をはじめ多様な他者と協働しな

がら，実社会での問題発見や課題の解決等に当たって，教科横断的な視点に立っ

て，情報活用能力を発揮しながら探究する学び 

 

【学びの保障】 

学校と児童生徒等の関係を継続し学びを保障するための取組を行い，積極的

にＩＣＴの活用をすることで時間や場所に制約されず，多様な学びを通して，新

たな価値を生み出す豊かな創造性を育む 
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 Ⅱ 方針と事業の枠組み 

前述で示した３つの方針を受け，そのねらいと事業内容を下表のとおり整理しています。 

次章では，事業内容の具体的な施策について記載します。 

方針 ねらい 事業内容 

 

児童生徒に求められる

情報活用能力の育成・

向上が図られるＩＣＴ

環境を整備します 

 

 

 

・児童生徒，教員の授業等での 

ＩＣＴ活用 

・教員の業務負担の軽減による， 

児童生徒と向き合う時間の確保 

・校務支援システムの活用等によ

る教育の質の改善 

 

・校務用コンピュータ，学習用コン

ピュータ及び周辺機器の充実 

・校内ＬＡＮ環境（無線）の整備 

・校務支援システムの積極的活用 

・特別支援教育におけるＩＣＴ活用

推進 

・導入ソフトウェアの検討 

 

 

児童生徒だけではな

く，教員に対しても効

果的なＩＣＴ活用が促

進されるような取組を

進め，学びの質の向上

を目指します 

 

 

・教員のＩＣＴ活用指導力の向上 

・情報教育担当者のリーダーシッ

プによる学校での情報化推進 

 

 

 

・各種協議会等での先進事例の情報 

共有や取組事例の研究 

・教員研修の充実 

・教員向けの情報提供 

・情報活用能力育成カリキュラム

の活用 

・教科指導におけるＩＣＴ活用 

 

 

児童生徒及び教職員

が，安全安心にＩＣＴ

を活用できるよう，教

育情報セキュリティの

維持・確保に努めます 

 

・安全安心かつ効果的にＩＣＴが

使用できるための環境整備 

・情報化の推進に係る組織体制の

強化 

・学校における情報管理体制の徹

底 

 

・組織的・人的脆弱性に起因するリ

スクへの対応 

・インターネット利用に起因するリ

スクへの対応 
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第５章 学校教育の情報化推進に向けての施策 

  

第１節 学校のＩＣＴ環境整備 

（１）校務用コンピュータ，学習用コンピュータ及び周辺機器の充実 

市内学校に対し，５年に１度の更新作業を継続的に行います。校務用コンピュータは，教員１

人１台の環境を維持します。 

また，学習用コンピュータは，コンピュータ室に１クラス分 40台の整備に加え，１校当たり

40台を基本にタブレット端末を整備することとし，タブレット端末については，平成 31年度中

に市内小学校の整備を完了させ，令和２～３年度に市内中学校の整備完了を目指し，併せて，プ

リンタ等の周辺機器の整備も進めることで，学校において円滑なＩＣＴ活用が図られる環境を

整備します。また，国によるＧＩＧＡスクール構想の推進・加速化に対応し，令和２年度内に市

内小中学校へのタブレット端末（ＧＩＧＡスクール端末）を１人１台配備します。 

 

感染症や自然災害等による臨時休校や分散登校期間中の学びの保障を進めるため，Ｇｏｏｇ

ｌｅ Ｍｅｅｔ等のウェブ会議システムを利用した朝の会の実施等を進めるとともに，休校時

等においては各学校の状況に応じて同時双方向の遠隔・オンライン教育の実施を目指します。 

 

市内学校におけるタブレット端末や実物投影機等のＩＣＴ活用が効果的に図られるよう，タ

ブレット端末導入の効果検証を進めながら，国の目標及び学校からの要望を参考とし，本市にお

ける最適な環境の実現に向けた大型提示装置等の整備検討を進めます。 

 

（２）校内ＬＡＮ環境（無線）・インターネット接続環境の整備 

ＧＩＧＡスクール端末の配備に合わせて，令和２年度内に市内学校の普通教室における無線

ＬＡＮ整備率を 100％にします。 

また，インターネット接続については，各学校の回線が集約されるデータセンターを令和２～

３年度にかけて増強を図り，同時利用率を考慮して１台あたり２Ｍｂｐｓ程度の通信速度の確

保を進めます。 

 

（３）校務支援システムの積極的活用 

平成 30年度からの統合型校務支援システムの全校展開を踏まえ，導入効果の検証や課題の解

決を図ります。学校における運用とシステム修正について整理を行うことで，教員の多忙化解消

を推進し，校務機能を使用している学校の教員「一日当たりの校務時間 30分の削減」を実現し

ます。 

今後は併せて，学習データの管理や生徒指導等を含め，個に応じた指導への利活用も見据えな

がら，次期更新時に向けての課題整理を図っていきます。 

 

（４）特別支援教育におけるＩＣＴ活用推進 

ＩＣＴ活用が適切かつ即時性をもって行われることで，個々の状況に応じた深い学びにつな

がるよう，学校情報セキュリティに配慮しながら，市内学校において，障害がある等，特別な支

援を要する児童生徒の実態に応じた必要性等を審査した上で，機器の持込みを認めていきます。 

遠隔教育の推進については，対象となる児童生徒のより望ましい学習環境の実現や学校負担

の軽減に結び付くよう，整備手法等を含めた検討を行います。 
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（５）導入ソフトウェアの検討 

民間企業から借用しているクラウドサービスの活用も含め，ソフトウェアの活用頻度や効果

等の検証を行いながら，新学習指導要領の趣旨を踏まえ，校内ＬＡＮ端末の更新時において，導

入している共通の学習支援ソフト等の見直しを随時行います。ＧＩＧＡスクール端末の１人１

台配備に合わせて，令和２年度内に無償で利用可能なクラウドサービス（Ｇ Ｓｕｉｔｅ ｆｏｒ 

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ）とその中で動作する標準的なアプリケーションを利用可能な環境を整備

します。 

デジタル教科書については，導入効果が見込まれる教科の選定や費用対効果等を総合的に勘

案した上で，国の動向を注視しながら，検討を進めます。 

 

第２節 教員の情報教育・ＩＣＴ活用指導力の向上 

 

（１）各種協議会での先進事例の情報共有や取組事例の研究 

情報教育担当者連絡協議会，タブレット端末活用校連絡協議会等において，有識者による全国

の取組事例の紹介，学校でのＩＣＴを活用した実践事例報告，小・中学校区の合同によるグルー

プワーク等を通じながら，教員の情報教育に関する意識の醸成を図ります。 

この度の見直しでは，ＧＩＧＡスクール構想による１人１台環境の整備を踏まえ，（仮称）Ｇ

ＩＧＡスクール推進委員会を軸に会議体を再編し，先進的な端末活用の協議及び周知をはじめ，

学校情報化に関する課題把握と対策検討を進めます。 

 

（２）教員研修の充実 

校内ＬＡＮ更新の対象校に対する全体研修に加えて，学校への訪問研修を引き続き行ってい

きます。また，ＩＣＴ支援訪問を通じて，実際の授業におけるＩＣＴ活用の場面を参観しなが

ら，効果的な活用についてのアドバイス等を行うことで，ＩＣＴ活用指導力の向上に努めます。 

 

情報モラル教育については，情報モラル教育推進会議を毎年開催し，家庭向けには啓発リーフ

レットの作成・配付を，学校では地域を含めた情報モラル教育について，情報モラル教育実践ガ

イドや各種教材を扱い，授業実践することで，本市における情報モラル教育の一層の推進を図り

ます。 

 

教育センターが実施する教員向け各種研修については，機器の操作方法やＳＮＳに関する情

報モラル教育のほか，プログラミング教育などについても，ＩＣＴ活用指導力の向上につながる

よう関係機関との連携を図りながら効果的な取組を進めます。 

 

（３）教員向けの情報提供 

教員がいつでも閲覧することのできる教育センターのＷｅｂページには，各種情報を掲載し

ています。引き続き，新たな情報のほか，開発した教材等の内容を掲載するなど，Ｗｅｂページ

の充実を図り，それらのデジタル教材を教員間で共有したり，授業では端末を使って児童生徒に

共有したりできるようにすることで，授業準備等の負担軽減を図ります。 

その他，不定期に発行している学校向け啓発冊子やリーフレットなど，グループウェアを利用

した周知を図ることで，時機を捉えた適切な情報提供に努めます。 
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（４）情報活用能力育成カリキュラムの活用 

文部科学省が示す新学習指導要領の趣旨から，情報活用能力の育成に関する指導項目の概要

を整理した「情報教育推進校（ＩＥ－Ｓｃｈｏｏｌ）における実践研究を踏まえた情報活用能力

の体系表例」を参考に作成した，情報活用能力育成カリキュラム「（仙台版）情報活用能力おす

すめ単元表」（※）に基づき，児童生徒の情報活用能力の育成を図ります。 

※情報活用能力育成カリキュラム「（仙台版）情報活用能力おすすめ単元表」について 

本市では，情報活用能力の育成に必要な「基本的な操作等」，「プログラミングを含めた

問題解決・探究における情報活用」，「情報モラル・情報セキュリティ」の各分野を，以下

の４つに分類し，育成項目を体系的に分かりやすく整理することで，児童生徒の情報活用

能力の育成を図ることとしています。（教育センターＷｅｂページ掲載） 

   

 

 

 

 

 

 

 

（５）教科指導におけるＩＣＴ活用 

    ＩＣＴを効果的に活用した分かりやすく深まる授業の実現 

タブレット端末，コンピュータ室のノート型端末，それぞれの特長を捉えた事例収集を行い，

教員へのフィードバックを行うことにより，ＩＣＴを効果的に活用することで実践できる分か

りやすく深まる授業の実現につなげます。 

教材の研究や開発についても，民間事業者と連携を図りながら，事業者のノウハウを活用しな

がら，教員の負担が少なく実践しやすい教材の開発を行います。 

ＧＩＧＡスクール構想への対応に伴い，ＧＩＧＡスクール端末が令和２年度内に小中学校へ

１人１台配備となる予定であることから，各学年における幅広い学習活動の中で，本方針の実施

期間内においては以下の回数を目安にＩＣＴ活用を図ることにより，児童生徒の情報活用能力

の育成・向上を図っていきます。また，年度毎に，年間指導計画等を作成する際にはＩＣＴ活用

目標を組み入れるよう促すとともに，各学校の活用取組状況等の調査を行い，適宜結果を広報誌

等で提示しながら，調査結果を踏まえて各種研修結果に反映していくことで，教員のスキルアッ

プを含め，育成に向けて全体的な底上げを図ります。 

 

〇令和２年度： 小学校１～４年 ........ 週１回 

 小学校５・６年 ........ 週２～３回 

 中学校 ................ 週１回 

〇令和３年度： 小学校１・２年 ........ １日１～３回程度 

 小学校３年～中学校 .... １日２～３回程度 

 

 

  

基本的な操作等 問題解決・探究における情報活用 

プログラミング 

情報モラル・ 

情報セキュリティ 

活動スキル 探究スキル プログラミング 情報モラル 
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第３節 教育情報セキュリティの確保 

（１）組織的・人的脆弱性に起因するリスクへの対応 

組織的脆弱性への対応として，文部科学省が公表した「教育情報セキュリティポリシーに関す

るガイドライン」を参考に，教育ＣＩＯ等の役割や教育委員会と学校における情報化推進体制を

改めて整理し，基盤を整えることで更なる推進を図ります。 

 

人的脆弱性への対応として，毎年改訂を行っている「仙台市立学校における個人情報等の管理

に関する指針（情報管理指針）」について，改正点やポイントなどについての周知を図るととも

に，学校全体での理解が促進され，教員一人一人の教育情報に対する理解や認識が深まるような

取組を継続していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※学校体制については省略 

図 学校における教育の情報化及び情報セキュリティの推進体制（イメージ） 

【小学校】【中学校】 【中等教育学校】 【高等学校】 【特別支援学校】 

 

 

 

 

 

 

教育長 

（市内学校の教育の情報化の推進体制を構築） 

 

 
副教育長【教育ＣＩＯ】 

（学校情報化推進会議の議長，市内学校の 

教育の情報化推進方針を総括） 

 

 
【学校情報化推進会議】 

市立学校の情報化に関わる課題等の把握とそれらの解決に 

向けて，教育の情報化についての取組を推進する。 

 

 

 

 

 

委員（教育局部長及び所管課長） 

事務局（学校教育部教育指導課） 

各学校長【学校ＣＩＯ】 

（教育情報セキュリティ管理者) 

全教職員 

教
育
委
員
会
事
務
局 

副議長（教育局次長） 

学校教育情報セキュリティ・システム担当者 
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（２）インターネット利用に起因するリスクへの対応 

 

文部科学省が公表した「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」を参考に，デ

ータセンターの更新時期等を見定めつつ，費用面を考慮しながら，効果が十分図られるよう，セ

キュリティリスクの分離に向けての取組に努めていきます。 
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第６章 スケジュール  

 

 

施 策 事業内容 目標及び内容等 

平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

備考 

学校のＩＣＴ

環境整備 

校務用コンピュータ，学習用コン

ピュータ及び周辺機器の充実 

5年サイクルの機器更新継続 

タブレット端末の整備 

 

 

     

大型提示装置等の整備・検討 

 

普通教室への整備      

校内ＬＡＮ環境（無線）の整備 普通教室への 100%整備 

 

 

  
 

 

校務支援システムの積極的活用 一日当たり校務時間30分削減 

 

    

(DC更新) 

 

特別支援教育におけるＩＣＴ活用

推進 

持込の承認 

遠隔教育の整備手法の検討 

     

導入ソフトウェアの検討 学習支援ソフトの見直し検討 

デジタル教科書の検討 

     

教員の情報

教育・ ＩＣＴ

活用指導力 

各種協議会での先進事例の情

報提供や取組事例の研究 

情報教育担当者連絡協議会 

タブレット活用校連絡協議会 

情報モラル教育推進会議 

仙台市ＧＩＧＡスクール推進協

議会 

 教育の情報化推進部会 

 家庭の情報モラル推進部会 

    小・中年2回 

整備並行 

年 3回 

年 2回以上

（必要に応じ

部会を組

成） 

教員研修の充実 ＩＣＴ活用指導力の向上 

各種連携による研修の実施 

    毎年実施 

教員向け情報提供 各種ＨＰの充実 

冊子等による情報提供 

    随時対応 

情報活用能力育成 

カリキュラムの活用 

情報活用能力おすすめ単元

表に基づくカリキュラム活用 

     

教科指導における 

ＩＣＴ活用 

事例収集，教員へのフィードバ

ック等 

教材の研究・開発 

     

教育情報

セキュリティ

の確保 

組織的・人的脆弱性に起因する

リスクへの対応 

教育ＣＩＯ等の情報化推進体

制の構築 

情報管理指針の改訂と周知 

     

 

毎年改訂 

インターネット利用に起因するリ

スクへの対応 

セキュリティリスクの分離に向け

ての取組 

     

 

※教育の情報化に係る以上のスケジュールについては，情報技術の著しい進展とともに国の各種政策に密接に関連し，ま

た，財政的な側面を考慮する必要があることから，実施期間中であっても必要に応じ見直しを図るなど，柔軟で実効性

のある方針としていきます。 

タブレット端末と同時整備 

小学校整備 

会議体を再編 

して展開 
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仙台市学校教育の情報化推進方針 

～情報活用能力の育成に向けて～ 

 

令和元年７月策定 

令和３年１月改定 

令和３年３月改定 

令和３年４月改定 

 

仙台市教育委員会事務局 

 

教育指導課 情報化推進係 

 

 


